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「東日本大震災に伴 う介護報酬上の取り扱いについて (第2版 )」 の送付について

東日本大震災に伴う介護報酬上の取り扱いについては、 「東北地方太平洋沖地震及び長野
県北部の地震による被災者に係る利用料等の取扱いについて」 (3月 22日付け厚生労働省高
齢者支援課ほか事務連絡)に よりお示ししているところですが、今般、別紙のとおり内容の
追加等を行いましたので、管内市ヽヽ 、サービス事業所等に周知を図るようよろしくお願い
いたします。



月リン燎

墓旦杢塾墾毯巡非 う介護報酬上の取り扱いについて (第2版 )

(疑義解釈)

※ 下 線部は前回の事務連絡から文言等を修正した部分。

1 今 回の震災に伴 う介護保険施設、短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多

機能型居宅介護、認知症対応型共同介護、通所介護及び通所 リハビッテーションの定

員超過利用については '3月 11日 に東北地方を中心として発生 した地震並びに津波に

より被災 した要介護者等への対応についてJ(拗 哉23年 3月 11日付事務連絡)に おい

て、介護 lll酬上、柔軟な取扱いを可能 とあるが、定員超過利用による減額措置を適用

しないことが可能力、

(答)

減額措置を適用しない取扱いが可能である。

2 被 災地に職員を派遣したことにより職員が一時||に不足し人員基準を満たすことが

できなくなる場合については 「東ヨヒ地方太平洋沖地震に伴 う介護サービス事業所の人

員基準等の取扱いについてJ(平成 23年 3月 18日付事務連絡)において、介護報酬上、

柔軟な取扱いを可能とあるが、人員基準を満たないことによる減額措置を適用しない

ことが可能か。

(答)

減額措置を適用 しない取扱いが可能である。なお、基準以上の人員配置をした場合

に算定可能となる7JI算(看護体制7JI算等)や 、有資格者等を配置した上で規定の行為

を実施 した場合に算定可能となる加算 鱈 "I機脚 1練加算等)に ついても、利用者の

処遇に配慮 した上で柔軟な対応を可能 とする。

「平成 23年 東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震の被災に伴 う保険診療関係

等の取扱いについて1(平成 23年 3月 15日 付事務連絡)に あるように、同様の取扱い

が可能である。

3 被 災のために避難所や避難先の家庭等で生活している場合における診療報酬におけ

る訪問看護診療費の取扱いについては 「珀成23年 東北地方太平洋沖地震及び長野県1ヒ

部の地震の被災に伴う保険診療関係等の取扱いについて」(平成23年 3月 15日付事務

連絡)に おいて、算定を可能とする取扱いであるが、介護報酬における訪間看護費の

いはどうカ

(答)



4 避 難所笠Lむ ヒ∫ 居宅サービスを肇けた場合、介護報酬が算定できるの力、

(答)

「3月 11日に東北地方を中心として発生した地震並びに津波により被災した要介護者

等への対応について」(莉裁23年 3月 11日付事務連絡)に おいて連絡したとぉり、避難

所等で生活している者に対して居宅介護サービスを提供した場合、介護報酬の算定が可
能である。

保 に努め られたい.

5 被 災等のために介護保険施設等の入所者が、-1寺的に別の介護保険施設等に避難し

ている場合、介護報酬はどのような取扱いとすればよいの力、

(答)

別の介護保険施設等に一時的に避難 している場合であって、これまで提供されてい

たサービスを継続 して提供できていると判断 した場合には 従 前 (避難前)の 施設介

護サー ビス費等を従前の介護鰤 設等が請求する取扱いとする。その上で、避難先

の施設等に対 して、必奎生螢用を支払 うなどの取扱|、とされたい。

ただ し 被 災等のため男りの介護保健施設等に移動する場合は、入所等の取扱いを原

則とする。 この場合、避難先の施設等において施設介護サービス費等を請求する取扱

いとする。

また、福島県原子力発電所における事故により避難 した場合も同様の取扱いとする。

6 被 災等のために介護保険施設等の入所者が、一時的に別の医療機関に避難している

場合、介護報酬はどのような取扱いとすればよいの力、

(答)

別の医療機関に一時的に避難 している場合であって、これまで提供されていたサー

ビスを継続して提供できていると判断した場合には、従前 (避難前)の 施設介護サー

険施設等から避難先の医療機関に対して、必要な費用を支払立などの取扱いとされた

い。

ただし、被災等のため男1の医療機関に移動する場合は 入院の取扱いを厘則とする。

この場合、避難先の医療機関において診療報酬を請求する取扱いとする_

なお 福 島県原子力発電所における事故により避難した場合も同様の取扱いとする。



7 被 災等のため、介護保険施設等が全壊等により、施設等の介護職員等及び入所者が

避難所筆に避難 し、介護職員等が避難所等にいる八所者に対 し、介護サービスを提供

した場合、従前とお り施設介護サービス費等を請求できるめ、

(答)

施設等において提供 しているサービスを継統 して提供できていると判断できれば、

施設介護サービス費等を請求することは可能である。

なお、特に老健等の入所者の中には医療の必要性の高い方もいることが想定される

ため、できるだけ、適切なサービスを提供できるよう受入れ先等の確保に努めていた

だきたい。

また、福島県原子力発電所における事故により避難 した場合も同様の取扱いとする。

8 介 護保険施設等の建物が全半壊し、これに代替する仮設の建物等を利用してサービ

スの提供を行う場合、当該サービス提供にかかる費用を保険給付することは可能か。

(答)

介護保険事業所である介護サービス事業所の建物が全半壊等 し、これに代替する仮設

の建物等 (以下 「仮設介護サー ビス事業所Jと いう。)に おいてサービスを提供する場合、

当該仮設介護サービス事業所において提供するサー ビスと、これまで提供 していたサー

ビネとの間に継統性が認められる場合、保険給付することは可能である。

9 今 回の震災又は東京電力 東 北電力による計画停電の影響により、一時的に通所

事業所の職員 (訪問介護員 2級 課程修了者)を 訪間介護に従事させる等の対応は可

力、

(答)

上記については、介護保険法第 75条笠に規定する変更届の届け出事由に該当するもの

であるが、「運営規程の内容のうち r従業者の職種、員数及び職務の内容Jに ついては、

その変更の属出は 1年のうちの一定の時期に行うことで足りる」旨、平成 11年 4月 20

日の全国課長会議においても周知しているところであり、都道府県等にあつては、届出

時期の猶予等の柔軟な運用を図り、被災者等のサービスの確保に努められたい。

lo 職 員が、被災地で健康相談等のボランティアを行つた場合や、今回の震災又は東京

電力 東1ヒ電力による計画停電の影響により出勤できなかつたケースについて、人員基

準を満たさないことによる減額措置を適用 しないことが可能か。

(答)

減額措置を適用 しない取扱いが可能である。なお、通所介護事業所の看護職員につい

ては、不在の場合であつても、他の医療機関や事業所等の看護職員と緊密な連携を図る

等の対応を図るよう努めること。



なお、基準以上の人員配置をした場合に算定可能 となる加算 (看護体制加箪等)や 、

有資格者等を配置 した上で規定の行為を実施 した場合に算定可能となるカロ算 (衝別機能

副1練加算等)に ついても、利用者の処遇に配慮 した上で柔軟な対応を可能 とする.

11 訪 間介護の特定事業所カロ算や訪間入浴介護等のサービス提供体制強イ勧口算の算定要

件である、定期的な会議の開催やサー ビス提供前の文書による指示 サ ービス提供後

の報告について、被災地等においては困難を生 じる場合があるが、取扱如屁

(答)

今般の被災等により、やむを得ず当該要件を満たせなかつた場合についても、当該加

算の算定は可能とする.

今回の震災又は東京電力 ・東北電力による計画停電の影響により、サー ビス提供量

が増加 した場合等の特定事業所加算 サ ービス提供体制強化加算に関する割合の計算

方法及び訪間介護のサービスロ失責任者の配置基準について。

(答)

今般の被災等の影響により、介護職員等の増員や新規利用者の受け入れ、サー ビス提

供回数の増等を行つた事業所については、特定事業所加算ニサービス提供体制強化加算

の有資格者等の割合や重度要介護者等の割合の計算及び産置すべきサー ビス提供責lF者

の員数の計算の際、当該職員及び利用者数等を除外 して算出する取扱を可能とする。

13 既 に購入した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具を被災のために滅失又は破

損した場合、同一の福祉用具を再度購入する費用に対し保険給付することは可能か。

(答)

既に購入 した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用 具を被災のために滅失又は破

損 したことにより同一の福祉用具を再度購入する場合には、介護保険法施行規則第 7

0条 第 2項 に定める 「特別|の事情がある」ものとして、当該購入にかかる費用に対 し

保険給付することは可能である。

14 居 宅介護支援において、被災地から避難者を受け入れたため、介護支援専門員 1人

あたり40件 以上担当せざるを得ない場合、逓減制の対象 となるの力、 また、その場

合、特定事業所加算を算定できなくなるのか。

(答)

被災地や上記の場合等において、介護支援専門員が、やむを得ず一時的に40件 を超

える利用者を担当することになった場合においては、40件 を超える部分について 居

宅介護支援費の減額を行わないことも可能である。

また、特定事業所力0算についても、やむを得す一時的に要件を満たさなかった場合は、



算定することが可能である。

15 居 宅介護支援において、交通手段の寸断等により、利用者の居宅を訪間出来なぃ場

合等、基準を満たさないことによる減額措置を適用 しないことは可能か。また、被災

地において、ケアプラン上のサービスを位置付ける上で、事業所の閉鎖などにより特

定の訪問介護事業所に集中せぎるを得ない場合、減額措置を適用 しないことは可能力、

(答)

やむを得ず一時的に基準による運用が困難であつた場合、あるいはやむを得ず一時的

に特定の事業所のサービスが集中する場合は、減額措置を適用 しない取扱いが可能であ

る。

利用者が市区町村を越えて避難 した場合、介護予防訪問介護等の報酬は日割 り計算

が 可 能 か 。

(答)

同一保険者内のサー ビス事業者の変更に準 して曰割 り計算を行 うこととする.

7 避 難を要する市町村の要介護者が避難先市町村の地域密着型サービスを利用する場

合の市ヽヽ 同意等の取扱いはどうなるの力、

(答)

避難先である市町村に所在する地域密着型サービス事業所においては、既に緊急的対

応 として避難を要する市町村の要介護者を受け入れ、必要な介護サービスを提供 され て

いるところである。こうしたサービスの利用に当たっては、本来、事業所所在市町村の

同意と避難を要する市“付の事業所指定を必要とするところであるが、災害による被 災

地域が広範に及ぶとともに、緊急的な対応が必要であることから、受け入れ元と受け入

れ先の市町村が良く連携 ・確認を行つた上で、申請手続 きについては事後に行 うなど柔

軟に取 り扱っても差 し支えない。

(以降新規)

18 震 災による避難者が介護保険施設等に入所した場合について、やむをえない理由によ

り、当該避難者を居室等以外の場所で処遇したときの介護報酬はどのような取扱いとすれ

ばよいのか。

(答)

多床室分の介護報酬を請求することとして差 し支えない。ただし、本来処遇 されるベ

き場所以外の場所におけるサー ビス提供が長期的に行われることは適当でないため、適

切なサービスを提供できる受け入れ先等の確保に努めていただきたい。



19 5、  6、 7に 基づき、従前 (避難前)の 施設等において介護報酬を請求する場合につ
いて、従前の施設等においてュニットヶァを受けていた利用者が、避難先において異なる

環境でサービスを受けている場合の介護報酬はどのような取扱いとすればよいの力、
(答)

従前の施設等において提供 しているサー ビス (ユニットケア)を 継続 して提供できてい

ると判断 した場合は、従前の算定区分により請求 して差 し支えない。ただ し、本来処遇 さ

れるべき場所以外の場所におけるサービス提供が長期的に行われることは適当でないた

め、適切なサービスを提供できる受け入れ先等の確保に努めていただきたい。

20 震 災に伴い、避難者を受け入れて入所 させた施設において、これまでユニット型個室

として使用していた部屋を多床室として使用した場合、これまでの利用者と新しく人室 じ
た利用者それぞれについて、介護報酬の取扱いはどうすればよいのめ、

(答)

これまで提供 してきたサー ビス (ュニットケア)が 継続 して提供できていると判断 した

場合は、これまでの利用者の7A7を 得た上で、両者について、ユニット型個室の区分によ

り請求 して差 し支えない。ただ し、本来処遇されるべき場所以外の場所におけるサービス

提供が長期的に行われることは適当でないため、適切なサービスを提供できる受け入れ先

等の確保に努めていただきたい。

21 今 回の震災又は東京電力 ・東北電力による計画停電の影響により、介護予防通所介護

事業所等が休業を行つた場合、月額報酬となっている介護予防適所介護費等は休業期間分

を日書|りするの力、

(答)

日割 り計算を行うこととする。また、介護予防通所介護事業所等がガソリンの調達が

困難であり、送迎に支障が生したために、利用者に対して当初の介護予防サービス・支

援計画に基づき、当月において適切な利用回数等のサービスが提供ができなかつた場合

も、当該莉l用者については、日割り計算を行うこととする。

22 被 災等により他の市町ドに避難した者について、新たに介護が必要になつた場合の要

介護認定の取扱いはどうなるのか。

(答)

避難前の市町村と連絡をとり、当該市町村から認定に係る事務の委託を受けることに

より、避難先の市mrllにおいて要介護認定の事務を代行する取扱いとすることが可能で

ある。



23 「 東 日本大震災大震災に関する介護報酬の請求等の取扱いについて」(T4m23年 4月
5日事務連絡)の 1に基づき概算請求を行う場合の利用者負担額の徴収に関する取扱如飢

利用者負担額の減免又は猶予の対象となっている者以外の利用者については、利用料
の 1割負担を徴収することになる。この場合の本1用者負担額については、居宅介護支援
事業所等とも連携し、可能な限り残存記録やデータ等を確認して事業所において算出さ

れたい。

24 通 所介護事業所等について、今回の震災により浴檜等の入浴設備が損壊 し、入浴サー

ビスの提供ができなくなったが、当該利用者のニーズを踏まえ、清紙 ・部分浴等の対応を

行つた。この場合、入浴介助加算の算定は可能か。

(答)

今回の震災に伴い被災 した者に対する必要な介護保険サー ビスの確保については、人

員 ・設備 運 営基準や介護報酬の取扱いについて 柔 軟な対応を認めているところであ

り、震災以前に入浴介助加算を算定 してお り、今回の震災により入浴設備に損害があっ

た通所介護事業所等が、利1用者のニーズを確認 し、入浴介助に準するサービスを提供 し

ていると認められる場合、入浴介助加算の算定は可能である。


